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► 施設敷地緊急事態で必要となる輸送能力は、想定対象人数636人について、 I＼・ス15台、福祉車両20
台（ストレッチャー仕様6台、車椅子仕様14台）。
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155人

保育所の幼児等の避難
（児●等125人＋

職員30人）
(1か所）

医療機関及び社会福祉施設の入所
147人

（入所奮102人＋
者等の避難 職員45人）

(5か所）

在宅の避難行動要支援者及びその 322人

支援者を避難先施設に輸送
（饗支援者161人＋

支援者 161人）

在宅の避難行動要支援者について、

避難の実施により健康リ入りが高ま 12人

る者及びその支援者を放射線防護
（賽支援書6人＋

対策施設に輸送※3
支援警6人）

合計 636人

※1 数字は現段階で地方公共団体が把還している暫定値
※2 Iじスは1台あたり46人の栗車を想定

4台
（児童等125人
＋職員30人）

3台
（入所看92人
＋職員35人）

8台
（璽支援者127人
＋支援者 127人）

0台

15台

保護者への引き渡しによりその分
必要車両台数（お減少．

0台 0台 【資料P25参照】

【福祉車両（車椅子仕様）】

3台 1台あたり4人の入所奮等と4人の

0台 （入所書10人 支援者の搬送を想定

＋職員10人） 【資料P26参照】

【福祉車両（車椅子仕様）】

11台 1台あたり4人の避難行動要支援者

0台 （聾支援者34人 と4人の支援者の搬送を想定

＋支援者34人） 【資料P27参照】

［福祉車両（ストレ9チャ4士様） 】

6台
1台あたり1人の避難行動要支援者

（賽支援書6人 0台
と1人の支援者の搬送を想定

＋支援書6人）
［資料P27参照】

6台 14台

※3 「避難の実施により健康リスクが高まる者」は、輸送の準傭が整うまで放射線防護対策施設に屋内退避 29 

(A)最大必要車両 台 数

(B)車両確保台数

玄齊向、社会福祉施設等

が保有する車両

確 IPAZ内市町の1¥＂ス会社が

保保有する車両

先

九州電力が配 備 す る 車両

15台
536人分（対象者344人
＋支援者等192人）

計15台 以 上

15台以上
536人分（対象奮344人
＋支援者等192人）

6台
12人分（対象者6人
＋支援者等6人）

計6台以上

1台 x3往復※3

6人分（対象者3人
＋支援者等3人）

1台 以 上x3往 復 ※3

6人分（対象者3人
＋支援者等3人）

14台
88人分（対象奢44人＋

支援者等44人）

計14台以上

9台
28人分（対象者14人
＋支援警等14人）

要支援者の避難の

時における緊急輸

【資料P29参照】

【福祉車両（ストレ9チャ-)】
1台あたり1人の対象者とその支援者等の搬
送を想定
【福祉車両（車椅子仕様） J 
1台あたり1人の対象者とその支援者等の搬

送を想定した車両が4台、 2人の対象者とそ
の支援者等の搬送を想定した車両が5台

PAZ内市町の1＼・ス会社が保有する車両総数
173台

九州電力が近隣事業所等に車両を配傭

【福祉車両（ストレ9テャー）】

8台以上 I1台あたり1人の対象者とその支援者等の搬
60人分（対象者30人送を想定
＋支援者等30人） 【福祉車両（車椅子仕様） 】

1台あたり4人の対象者とその支援者等の搬

送を想定

※1 佐賀県と一般社団法人佐賀県／じス・タクシー協会（協力事業者26社）が、平成29年6月6日に締結

※2 Iじスは1台あたり46人の秦車を想定
※3 福祉車両（ストレ9チャ—仕様）計2台は、屋内退避施設までt・ストン輸送 (3往復）での搬送を想定
※4 不測の事態により確保した輸送能力で対応できない場合など、関係自治体の要謂により実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊）が必要に応じ 30 

支援を実施
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施設敷地緊急事態で必要となる輸送能力は、想定対象人数952人について、 I＼・ス23台、福祉車両18

台 （車椅子仕様18台）。
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保護者への引き渡しによりその分
488人 12台

学校 ・保育所の児童等の避難
児重等419人＋

必要車両台数は減少．

職員69人）
（児璽等419人 0台 0台 【資料P25参照】

(4か所） ＋職員69人）

| 

126人 3台

|【資料P26参照】

社会福祉施設の入所者等の避難 I, （入所者69人＋
職員57人）

（入所君69人 0台 0台

(2か所）
＋職員57人）

I | 

在宅の却誰行動要支援者及びその 1 250人 8台

［福祉皐両（寧椅子仕様） ］ 

6台 1台あたり4人の避難行動要支援者

支援者を避難先施設に輸送 （妻支援者125人＋ （妻支援者102人 0台 （妻支援者23人 と4人の支援者の搬送を想定

支援者125人 ＋支援者102人） ＋支援者23人） 【資料P28参照】

在宅の避難行動要支援者について、

【福祉車両（事椅子仕様） J 

避難の実施により健康リスクが高ま
88人

ム 1台あたり4人の避難行動妻支援者

る者及びその支援者を放射線防護
（妻支援者44人＋ 0台 0台

12口 と4人の支援者の鰤送を想定 I 

゜
（饗支援雹44人 【資料P28参照］

対策施設に輸送※3
支援雹44人） ＋支援警44人）

I 合計~ I 
※1 数字は現段階で地方公共団体が把握している暫定値
※2 /\．スは、地域特性を踏まえ、 3種類の棄車人数（大型n•ス： 46人乗り、 中型lじス： 35人乗り、小型}\・ス ： 20人乗り） を想定
※3 「避難の実施により健康リスりが高まる者」は、輸送の準備が整うまで放射線防護対策施設に屋内退避 31 

五面こおける施設敷地緊急事態での輸送雛力の確保 l 乙内閣府Obinc10f釦C,GovcrflmcnlofJapan

► 施設敷地緊急事態発生時には、学校・保育所、社会福祉施設、在宅の避難行動要支援者の避難のために、

唐？i市、社会福祉施設、九州電力等が配備する車両のほか、佐賀県が「災害時における緊急輸送に関す

る協定」※1に基づきPAZ内市町のI＼・ス会社が保有する車両により、必要車両台数を確保。
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(A)最大必要車両台数 23台 18台 【資料P31参照】

81＋8支人援分者（対等象22壱85人9）0人 ー 13＋4支人援分者（対等象67壱人6）7人 ｀ 

(B)車両確保台数 計23台以上 計18台 以 上

からつし

【福祉瓢両 （車椅子仕様） 】

唐津市、 社 会福 祉施設等が
16台 1台あたり1人の避難行動要支援者の搬送

保 有 す る 車両
38人分（対象者19人 を想定した車両が13台、 2人の避難行動

＋支援者等19人） 要支援者の搬送を想定した車両が3台

確 PAZ内市町のJじ入会社が
23台以 上

PAZ内市町のII・ス会社が保膏する車両総数

保 保有する車 両 81＋8支人援分看（対等象22誉85人9）0人
173台

先

2台以上
九州電力が近隣事業所等に車両を配備

8人分（対象者4人
【福祉車両（車椅子仕様） J 

九州電力が配備する車両
＋支援者等4人） 1台あたり4人の避難行動要支援者の搬送

を想定

4台以上x3往復※3
88人分（対象者44人
＋支援奢等44人）

゜

※1 佐賀県と一般社団法人佐賀県）ドス・りりシ—協会（協力事業者26社）が、平成29年6月6日に締結
※2 )じスは、地域特性を踏まえ、 3種類の乗車人数（大型lじス ：46人乗り、中型）＼ぃス：35人乗り、小型I¥‘‘ス： 20人乗り）を想定

※3 福祉車両（車椅子仕様）計4台は、屋内退避施設までt゚ストン輸送 (3往復）での搬送を想定
※4 不測の事態により確保した鞘送能力で対応できない場合など、閲係自治体の要謂により実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊）が必要に

応じ支援を実施
32 
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